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もんじゅについて
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高速増殖原型炉もんじゅ
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（原子炉廃止措置研究開発センター）

ＦＢＲ安全技術センター
国際原子力情報・研修センター

日本原子力発電
敦賀発電所

高速増殖原型炉もんじゅ
（高速増殖炉研究開発センター）

1983年 5月 原子炉設置許可
1985年10月 建設工事開始
1991年 5月 機器据付完了、試運転開始
1994年 4月 初臨界
1995年 8月 初送電

10月 ４０％出力到達
12月 ナトリウム漏えい事故

2005年 3月 改造工事（準備工事）着手
2007年 8月 改造工事（工事確認試験）完了
2010年 5月 性能試験再開（炉心確認試験開始）
2010年 7月 炉心確認試験終了 以降 停止中
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出典：原子力図面集「2012」
※1 BP統計2011 ※2 OECD・IAEA 「URANIUM2009」

1,000年以上 FBR実用化の場合

★資源に乏しい我が国（自給率4%）における将来のエネルギー確保の切り札

核分裂するウラン(ｳﾗﾝ235)
わずか０．７％

高速増殖炉（ＦＢＲ）は、発電しながら、燃料になる物質を新たに生み出すことにより、
ウラン資源を数世紀以上にわたり有効利用が可能となります。

ウラン
238を核
分裂する
プルトニ
ウムに変
換します。

は核分裂する部分と
核分裂しにくい部分で
できています。

核分裂しにくいウラン
(ｳﾗﾝ238)
９９．３％
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東京電力㈱福島第一原子力発電所事故を踏まえても、
世界においてエネルギー資源の確保・地球温暖化防止の課題は不変。
⇒特に我が国は、エネルギー自給率４％のため、エネルギーの安定確保が必須。

高速増殖炉技術は、ウラン資源の有効活用・エネルギーの安定確保、高レベル放射性廃棄物の
管理負担を軽減するため、資源小国の我が国が、国家基幹技術として、半世紀にわたり官民を
挙げて開発。

「もんじゅ」の運転を通して、
高速増殖炉技術を国家の先進技術として集大成させ、保持しておくことこそが、技術立国を目

指す我が国の国益であり国民に対する責務。

出展：Uranium 2009: Resources, Production

and Demandより原子力機構作成

～数千年

ウラン資源を使いきるまでの年数

軽水炉
利用の場合

高速増殖炉（FBR）
利用の場合

～100年

燃料増殖による
ウラン資源の有効利用

放射線レベルの減衰

ワンススルー 10万年

プルサーマル １万年

高速増殖炉サイクル 200～300年

燃料を燃やした後に残るゴミの一部を、更に燃料と一緒
に燃やしてしまうことでゴミ（放射性廃棄物）の量を減らし、
地層処分での隔離期間が大幅に短縮できます。

ワンススルー：使用済燃料を再処理せずに、ある期間冷却保管した後に
廃棄物処分（直接処分）するという考え方（使い捨て方式）

「もんじゅ」開発の意義
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軽水炉の最終的に熱を逃がすところ：海水 もんじゅの最終的に熱を逃がすところ：大気

【空気で崩壊熱を除去】

原子炉で発生した崩壊熱は、１次系ナトリウムにより除去
され、 中間熱交換器を介して２次系ナトリウムに伝えられ
る。

２次系ナトリウムは補助冷却設備に流され空気冷却器に
より熱を除去される。

【海水で崩壊熱を除去】

原子炉を冷やす設備として、余熱除去系、原子炉機器
冷却系などが設置されている。

原子炉で発生した崩壊熱は、余熱除去系、原子炉機器
冷却系などによって最終的に海へ逃がす。 これらの設備
は、万一作動しない場合に備え複数設置している。

「もんじゅ」と軽水炉との冷却方法の違い

原子炉停止後 原子炉停止後
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○緊急時対応体制の強化（危機管理室設置）⇒【平成23年10月1日実施済】

○津波対応体制の確立（電源車対応体制の確立）⇒【平成23年5月実施済】

○運転シミュレータを用いた全交流電源喪失の訓練⇒【平成23年5月以降継続実施】

○消防車等による燃料池への給水手順の作成 （緊急時の燃料池の冷却確保）
⇒【平成23年3月実施済】

●緊急時対応体制の強化（上記③に対応）

海抜+0m ▽

防波堤

海抜-6.5m

カーテン
ウォール

スクリーン・ポンプ室

海抜+5.2m
▽

取水口

6.4m

原子炉
建物

燃料池
中央制御室

電気設備室 他
海抜+31m

海抜
+42.8m

海抜+21m

非常用ディーゼル
発電機（３基）

ディーゼル
建物

○非常用ディーゼル発電機代替空冷電源設備の設置
（電源車の電源容量に加え１ループ強制循環による炉心冷却を
行う電源容量を想定）

⇒【平成25年3月購入】（運用手順等整備中）

○防水壁の補強

（高さ1.2m、板厚増）

⇒【平成24年3月実施済】

○海水浸入経路の調査実施
⇒【平成23年3月実施済】

○海水侵入経路の止水対策の実施
⇒【平成23年10月実施済】

（非常用ディーゼル発電機水没の
可能性から）

代替ポンプ

予備電動機

●電源の確保（上記①、②に対応） ○電源車及電源ケーブルの配置
⇒【平成23年8月配備】

300kVA電源車を2台

《凡例》

○炉心冷却に関わる機器や設備の健全性確認
⇒【平成23年3月実施済】

○全交流電源喪失時の冷却機能に関する再確認解析
⇒【平成23年7月27日、9月30日確認済】

炉心、炉外燃料貯蔵槽ともに自然循環阻害要因はなく、自然
循環冷却で崩壊熱を除去できることをｼﾋﾞｱｱｸｼﾃﾞﾝﾄ対応等検
討委員会（7/27、9/30）で報告、確認した。

○止める、冷やす、閉じ込める機能に関わる設備の安全機能確認
⇒【継続的に実施】

○弁操作性向上のための弁の保温材パッケージ化
⇒【平成24年3月実施済】

● 冷却機能の確保（上記②に対応）

○補機冷却海水ポンプ予備電動の配備
⇒【平成25年3月配備済】

「もんじゅ」では福島第一原子力発電所事故の要因である①「交流電源を供給する全ての設備の機能」の喪失 ②「海水を使用して原子炉施設を冷却する全ての設備の機能」の
喪失 ③「使用済燃料貯蔵槽を冷却する全ての設備」の喪失を踏まえ、地震・津波等が発生した場合でも、これらの機能等が喪失しないよう対策を講じています。

止水対
策箇所

：実施済

●シビアアクシデント対策

○高線量対応防護服（応急処置
として鉛エプロンを配備）の確保

○個人線量計の確保

○放射線管理体制の強化
⇒【平成23年6月実施済】

○ホイルローダ（１台）の配備
⇒【平成23年12月配備済】

津波来襲後の所内アクセス
ルートを確保するため、がれき
処理用の重機を配備

○ＰＨＳ、無線機、衛星電話、ヘッドライト等を配備
⇒【平成23年6月実施済】

円滑な事故対応作業、復旧作業を可能とするため、全
交流電源喪失時における通信手段及び照明機材を確保

○水素爆発防止対策

⇒【平成24年8月実施済】

「もんじゅ」では、水素が発生し蓄積する可能性は
極めて小さいが、排気口を設置

○中央制御室の作業環境の確保

⇒【平成23年8月実施済】

中央制御室空調の事故時循環運転

主要施設は比較的高所（海抜約21m以上）に設置

福 島 原 発 事 故 を 踏 ま え た 「 も ん じ ゅ 」 の 安 全 対 策

○電源接続盤の設置⇒【平成24年5月末完了】

○補機冷却海水代替ポンプの配備
⇒【平成24年2月配備】

海水冷却機能復旧対策を実施し、

非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機の迅速な復旧を果たす。
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もんじゅ敷地内の破砕帯追加調査について

a破砕帯の推定分布位置
（70°東傾斜と仮定）

この領域で物理的な探査を実施し、破
砕帯の位置を確認した上で一部の表層
土を剥ぎ取り破砕帯の性状を直接確認
する予定

D級岩盤

CL級岩盤

CM級岩盤

CH級岩盤

B級岩盤

岩級境界線

破砕帯

花崗岩類

a破砕帯

EL.42.8m

EL.5.0m

100m

平成２４年１２月１３日
破砕帯の性状を直接確認

平成２４年１２月１３日
破砕帯のボーリング調査

○耐震バックチェック時（H20.3月～H22.3月）に、破砕帯は連続せず活断層ではないこと、及び近くの活断層が動いたときに
動いていないことを確認している。

○東北地方太平洋沖地震で得られた新たな知見等を踏まえ、国の意見聴取会にて敷地内の破砕帯について再度審議。追
加の調査が必要とされたことから、現地の調査を昨年11月13日から開始し、平成25年4月30日に結果を取りまとめて報告。

○調査の結果、敷地内破砕帯には活動的であることを示す痕跡は認められず、また白木－丹生断層に引きずられて敷地内
破砕帯が動くこともないと判断。

〇原子力規制委員会有識者会合現地調査（7月17日、18日）
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「もんじゅ」における保守管理上の不備について「もんじゅ」における保守管理上の不備について
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平成25年1月31日
原子力規制委員会に以下の2件の報告書を提出（一部誤りを2月8日原子力規制委員会に報告）

①保安のために必要な措置の結果
②事実関係調査、原因究明・再発防止対策、根本原因分析の結果とその対策

平成25年1月14日、25日
「もんじゅ保守管理改善検討委員会」を設置し、第三者の意見を頂き、保全計画見直し、再発防止策等に反映

平成21年1月
「もんじゅ」は、軽水炉を参考に点検計画等よりなる保全計画を定める「保全プログラム」を導入

平成24年9月
Na漏えい検出器点検計画の変更手続きの不備が見つかり、他にないか自主的に調査開始

平成24年11月27日
電気・計測制御設備において点検時期の延長及び点検間隔・頻度の変更に係る手続きに不備があり点検

時期を超過した機器が明らかとなり、公表
平成24年12月12日 【第16回原子力規制委員会】

原子力規制委員会は、保安規定違反を指摘。点検実施、原因究明・再発防止対策検討等を行い、結果を
報告することを命令

もんじゅ保守管理上の不備について（経緯）

電気・計測制御設備の未点検機器の総数：9, 847個
その内11月末時点で点検未了 4,545個

1月末までに点検完了 不適合状態にあったもの：140個
機能要求があり安全上重要度の高いもの：50個

残りの機器：安全性への影響に留意しつつ、計画的に点検を実施

平成25年2月14日、15日
原子力規制委員会による立入検査

平成25年3月4日～22日
保安管理上の不備を中心とした保安検査

平成25年5月15日
原子力規制委員会審議

平成25年5月29日
保安のために必要な措置命令及び保安規定の変更命令
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電気・計装設備の保守管理の不備について（H24.11.27公表）

10～3月10～3月 4～9月 10～3月 4～9月 10～3月 4～9月 10～3月 4月～

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度平成20年度 平成25年度

プラント確認試験

性能試験前準備・点検

非常用D/G故障

H21.1

A系統

B系統

保全プログラム導入
（基本16ヶ月サイクル）

C系統

炉心確認試験 出力上昇試験40％出力プラント確認試験

性 能 試 験 （H22.4時点）

炉内中継装置落下

H22.7

炉内中継装置復旧

B系統

C系統

A系統

第１保全サイクル

起動準備

4～9月

B系統

A系統設備点検

C系統

16ヶ月（B系統）
16ヶ月（A系統）

制御棒動作不調
H22.12

H23.8

第２保全サイクル（長期停止を考慮して変更）

▼点検計画変更 ▼点検計画変更

：点検周期超過

〇「もんじゅ」の炉心確認試験以降の点検計画は、40％出力プラント試験に向けた運転開始時期が見通せ
ない状況となったため、点検工程を変更せざるを得なくなり、当初の点検計画を平成23 年4 月と平成24 
年3 月に変更した。現時点では設備の健全性に問題がないことを確認しているが、点検時期の延長に係
る手続き及び点検間隔・頻度の変更に係る手続きが行われていないものがあった。

〇点検が未了となっている機器については、点検計画を策定し、出来るだけ速やかに点検を実施していく。
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保守管理上の不備の原因

①点検計画には機器毎の点検頻度を記載していたが、点検
時期を記載していなかった。このため、定めた通りの点
検を実施する管理ができていなかった。 （計画段階）

②点検業務は各課の担当任せとなっており、現場での不適
切な処理により点検の先送りが繰り返された。

（実施段階）

③点検実施状況をレビューする仕組みはあったが、前回
の点検日などを確認しておらず、点検先送りを認識で
きなかった。また、各種会議体でチェック機能が働か
なかった。 （評価段階）
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再発防止対策 （具体例）

○ 保守管理上の不備を踏まえた体制整備

○保全計画の改善

○保全計画の予定・実績・進捗管理の改善

○プラント工程制定時の改善

○保全の有効性評価の改善

○不適合の仕組みによる管理

○保全計画・点検計画変更の妥当性確認の改善

○ 保全計画の予定・実績・進捗管理の改善

経営関与の強化
・理事が所長として直接「もんじゅ」を統括
・発電プラント経験を持つ新副所長の配置

プラント保全部の体制強化
・次長の増強（予定）
・電気保修課の要員増強（9名）
・技術専門職の配置（2名 技術指導、品質保証指導）

警告機能等を有する保守管理システムの
整備およびその試運用

品質マネジメントに係る文書の充実化

①保全計画の新規策定時、改訂時における「点検実績
（点検周期の起点）と「次回点検時期」の明確化

②実績管理表を新規作成
③プラント工程の制定・変更の際、「保全計画との整合性」

についてセンター全体での審議を追加
④プラント工程作成プロセスにおける品質保証室による

確実な確認
⑤電気・計測制御設備の有効性評価の例示等による

評価手続きの改善
⑥点検周期内に確実に点検を遂行できる計画
⑦点検期限を超過する恐れのあるものについて、不適合

管理の中で手続きを実施。確実な管理、記録
⑧プラント保全部内の審議体および保安に係る専門

委員会の審議事項に保全計画の制定、改正を追加。

14



原子力規制委員会からの命令（平成２５年５月２９日）付

１）原子炉等規制法第３６条に基づく保安措置命令
保守管理体制及び品質保証体制の不備に対し、また、点検未実施等の法令違反状態の是正のため、
改めて以下の保安措置命令を発出。

① 保守管理体制及び品質保証体制を再構築すること
（人材、設備等、予算の適切配分。保守担当職員の適正評価。点検状況管理システム構築）

② 上記①及び昨年１２月の命令への対応結果について原子力規制委員会へ報告すること
③ さらに、上記②に関する原子力規制委員会の確認が完了するまでの間、保安の確保に必要な点検等を

除き、原子炉等規制法第２８条に基づく使用前検査（原子炉施設の性能に関する事項に限る）を進める
ための活動を行わないこと

２）原子炉等規制法第３７条に基づく保安規定変更命令
安全文化の劣化兆候が認められたこと等に対し、災害の防止を図るため、根本原因分析のやり直し及び
再発防止対策の見直しを行った上で、以下の保安規定変更を求める。

① 経営層は、もんじゅの運営に当たり、安全を最優先とすることを改めて認識した上で活動方針を定め、
組織内に周知し、当該方針に基づく活動を実施させること

② コンプライアンスを徹底し、安全文化醸成活動の取組を強化すること
③ 経営層、発電所幹部の責任を明確にし、その履行状況の確認を徹底すること
④ 経営層から現場に至るまで意識の共有化を図ることができる組織を構築すること

原子力規制委員会からの命令 15



もんじゅ改善活動に係る決起集会

保守管理上の不備に係る改善活動

日時：平成25年5月31日（金）8:35～9:05 場所：もんじゅPR室

出席：253名（もんじゅ職員242名、敦賀本部等11名）

廣井所長訓示
・もんじゅの置かれた厳しい状況

・再発防止のための改善、安全最優
先の意識向上

・所員一丸となっての改善の決意

全員でスローガン唱和

『忘れまい、この反省と再起の決意。
安全最優先を徹底し、自ら考え取り組もう。
「もんじゅ」の改善、我らの誓い。』

飯島副所長より改善活動説明

保全部職員2名による改
善に向けた決意表明

～我々の職場を良くしよう！～

16



原子力機構の対応状況

直接的原因に対する再発防止対策（1月31日報告書）
【原子力規制委員会が「これら再発防止対策を確実に実施することにより、直接的な原因は除去することが可能」

と判断】

「もんじゅ」において計画・策定した再発防止対策を着実に実行・評価していく。

組織的原因に対する再発防止対策（1月31日報告書）
【原子力規制委員会が「当委員会が重要と考えるトップマネジメント、コンプライアンス、職員の意欲の低下等の

項目が分析されておらず、組織的要因等根本原因に係る分析は不十分」と判断】

・原子力機構の全役職員が安全の価値を再認識し、安全文化の醸成に取り組み、安全を最優先とする組織を
目指して、理事長のリーダーシップの下、全役職員が一体となって改革を進めるべく、改革の推進役としての
原子力機構改革推進本部、及び、その下に原子力機構改革推進室を平成25年6月10日に設置した。原子力
機構全体に係わる対応については、この原子力機構改革推進本部、原子力機構改革推進室で検討を進める。

・「もんじゅ」において提案した再発防止対策を実施しつつ、機構を挙げて過去の根本原因分析からの反映事項
の調査、原子力規制庁指示事項に基づく根本原因分析の拡充を行い、安全文化の醸成に関する再発防止対
策を強化していく。

17
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１．目的
もんじゅで発生した保守管理上の不備に対する原子力規制委員会の措置命令等を

踏まえ、原子力機構の組織体制・業務を抜本的に見直し、国の政策上優先度の高い
業務に重点化を図ることによりガバナンスを強化するとともに、失われた信頼の回復に
向けて安全を最優先する組織に改めるため、文部科学省に「日本原子力研究開発機
構改革本部」を設置（平成25年5月25日）

原子力機構改革本部の設置（文部科学省） 18

２．検討の進め方
○文部科学大臣を本部長とし、「日本原子力研究開発機構改革本部」を設置し、原子力

機構の組織体制・業務の抜本的な見直しについて議論を行い、改革案を取りまとめる。
○ 「日本原子力研究開発機構改革本部」の下に、文部科学大臣政務官をリーダー

とする「日本原子力研究開発機構改革タスクフォース」を設置し、改革本部の指示に
基づき、個別の案件について掘り下げて議論し、検討結果を改革本部に報告する。

○原子力機構においても、組織の安全文化の醸成等に向けた具体的な改革方針を検
討するため、新理事長をリーダーとする体制を早期に構築し、適宜「日本原子力研究

開発機構改革本部」等に報告を行うなど、政府・現場が一体となって検討を進める。

※文部科学省資料 「日本原子力研究開発機構改革本部の設置について」から要旨を抜粋した。



ふげんについて
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「ふげん」

比較例：軽水炉（BWR)

20「ふげん」の概要

◆原子炉型式 ： 重水減速・沸騰軽水冷却

圧力管型熱中性子炉

◆燃 料 ： プルトニウム燃料、ウラン燃料

◆電 気 出 力 ： 16万5千kW

◆冷 却 材 ： 軽水(H2O)、温度（284℃)

◆減 速 材 ： 重水(D2O)、温度(70℃)



【原子力委員会決定】
昭和41年 5月

核燃料サイクルの確立を基本に新型転換炉と
高速増殖炉を国のプロジェクトとして自主開発

昭和44年11月
新型転換炉の開発(原型炉開発・建設計画)を推進

新型転換炉原型炉「ふげん」の開発 21

1. ウラン資源の有効利用

■プルトニウム燃料の本格利用実績（利用技術の実証）

■日本における核燃料サイクルの輪の完結

2. 自主技術開発

■良好な稼働率の実現（国内原子力基盤技術の確立）

■プラント管理技術の高度化

1. ウラン資源の有効利用

■プルトニウム燃料の本格利用実績（利用技術の実証）

■日本における核燃料サイクルの輪の完結

2. 自主技術開発

■良好な稼働率の実現（国内原子力基盤技術の確立）

■プラント管理技術の高度化

開発成果の要点



年
度

昭和
41年 45年 50年 55年 60年 10年

平成
元年 5年

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 2625
年
度

建 設
試
験 運 転 廃止措置準備 廃止措置

設計

S45.3 原子炉設置許可申請

S45.12 
建設開始

S47.2 設置変更許可
(ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ利用に向けて)

S53.3
初臨界

S54.3 
運開

S42.10
動燃事業団設立

S41.5 原子力委員会決定
（ATR,FBRを自主開発）

S56.10 軽水炉回収Puを使用

S63.6 ふげん回収Puを使用
(核燃料サイクルの輪の完結)

S59.6 軽水炉回収Uを使用

S57.8 ATR実証炉建設主体決定

H7.8 ATR実証炉建設中止

運転期間：25年(初臨界から）
設備利用率：約62％(運開から）
発電電力量：219億kWh
ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ燃料装荷体数：772体

H10.10
サイクル機構へ改組

H15.8 全炉心燃料の取出し

H15.3        
運転終了

廃止措置研究

H15.12 系統化学除染

H16.2 原子炉冷却材水抜き

H20.2.12                  
廃止措置計画認可

H20.12制御棒全取出し

H15.9 ATR開発の終了

H16.4米国原子力学会
(ANS)ﾗﾝﾄﾞﾏｰｸ賞受賞 日本原子力学会

原子力歴史構築賞受賞

H17.10 
JAEA設立

敦賀国際廃止措置ｾﾐﾅｰ

H17.5 H20.10

H22.4
中部電力との
技術協力協定締結

H22.3

H22.4高経年化
分析室(ﾎｯﾄﾗﾎﾞ)
開設

H23.3.22
廃止措置計画変更

「ふげん」のあゆみ 22



運転終了後の原子力発電所の取り扱いのこと

我が国では、原子力発電所の運転終了後できるだけ早い時期に

解体して、跡地を有効に利用していくこととしています。

■ 原子炉施設の解体

■ 保有する核燃料物質の譲渡

■ 核燃料物質による汚染の除去

■ 核燃料物質により汚染された物の廃棄等

原子力発電所の廃止措置とは・・・ 23



解体前(1986年5月)

解体完了後 (1996年3月）

動力試験炉（ＪＰＤＲ）とは

ＪＰＤＲ（電気出力12.5MW、ＢＷＲ）は、原子力
発電所の建設、運転、保守の経験を得ること、
および発電用原子炉の国産化に貢献するため
に、茨城県東海村に建設され、昭和51年3月に
運転を終了しました。

24国内の原子炉施設の廃止措置状況

原子力発電所の廃止措置

日本初の廃止措置（動力試験炉〔JPDR〕）

東海発電所（日本原子力発電㈱）
- 黒鉛減速・炭酸ガス冷却型原子炉
- 電気出力:：166 MW
- 廃止措置： 2001年12月～

日本原子力発電㈱HPより 中部電力㈱HPより

浜岡原子力発電所1・2号機（中部電力㈱）
- 沸騰水型軽水炉
- 電気出力：540 MW(1号機)，840ＭＷ(2号機)
- 廃止措置：2009年11月～



廃止措置計画認可申請書（H20.2.12認可、H24.3.22変更届）

廃止措置
準備期間

使用済燃料搬出期間
原子炉周辺設備
解体撤去期間

原子炉本体解体撤去期間
建屋解体

期間

主
要
施
設
の
解
体
撤
去

H45年度
▼

建屋解体

原子炉領域の解体

換気系等解体

原子炉冷却系統施設、計測制御系統施設 等の解体

核燃料物質取扱施設・貯蔵施設、重水系・ヘリウム系 等の解体

H29年度
▼

H34年度
▼

H43年度
▼

管理区域解除

廃止措置計画認可
▼

原子炉廃止措置研究開発センター
へ移行（ H20.2.12 ）

使用済燃料搬出

重水回収・搬出／乾燥保管

炉心燃料取出し（H15.8.13終了）

運
転
終
了

系統化学除染（H15.12.15終了）

「ふげん」の廃止措置スケジュール 25



海水

急速注水系

高圧注水系

低圧注水系

発電機

復水器

原子炉補機冷却系

重水浄化系

重水冷却系

排ガス系

復水貯蔵タンク

ヘリウム循環系

遮蔽冷却系

制御棒
駆動装置

脱塩器

給水・復水系

原子炉格納容器

使用済燃料貯蔵プール

排気筒

プール水冷却・浄化系

：運転機器 ： 待機機器 ： 停止機器

原子炉補機冷却海水系

余熱除去系

建屋換気空調設備

26

その他運転中の主要設備

・放射性廃棄物処理設備

・放射線監視設備

・ディーゼル発電機 等

タービン

海水

「ふげん」の運転状況



① 使用済燃料搬出期間 ② 原子炉周辺設備解体撤去期間

③ 原子炉本体解体撤去期間 ④ 建屋解体撤去期間

再循環系配管等のサンプル採取

復水器、タービンの一部解体

重水搬出、残留重水回収、
トリチウム除去

原子炉の周辺機器解体

供用を終了した機器の解体

原子炉本体領域の解体
原子炉本体領域の解体後に解体
・廃棄物処理設備
・換気系 等

建屋解体

：管理区域の機能維持

「ふげん」の解体撤去のイメージ 27



解体撤去工事の実施状況 28



復水器等の体撤去工事状況 29

着手前

平成２２年度 平成２３年度
平成２４年度平成２４年度



・放射能レベルが比較的高い
（放射化材料）
・材料の一部にジルコニウム合
金鋼を使用

・二重管を同時に切断可能な工
法もしくは、同等の切断能力を
有する切断工法の採用

工期短縮が図れる水中遠隔解体切断工法の開発

材料に係る特徴 構造に係る特徴

・切断時に発生する放射性粉じ
ん等による被ばく低減
・ジルコニウム合金鋼切断時の
発火防止

・カランドリア管と圧力管の二
重管など狭隘構造、多様な配置
により切断箇所が多い

④解体物収容容器に
収容/搬出

③二次切断（細断）
・水中バンドソー①遠隔解体装置設置

解体用プール設置

②一次切断（粗断）
・プラズマアーク
・レーザー

・ＡＷＪ 等

切断線

レーザヘッド

気中切断試験 水中切断試験 圧力管、カランドリア管部二重管切断試験

試験体

敦賀本部レーザー共同研究所とともに水中レーザー切断技術開発を実施中

ステンレス鋼切断試験

30原子炉解体工法に係る技術開発



機構内技術の融合・集中化
敦賀本部ﾚｰｻﾞｰ共同研究所との

融合・連携
機構内廃止措置技術の集約

廃止措置技術の開発・集約

原子炉本体の遠隔解体技術
廃止措置ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ技術
残留放射能評価・除染技術
放射性廃棄物の処理技術
「ふげん」解体経験・実績の蓄積

廃止措置技術の発信・普及

「ふげん」の廃止措置技術
海外の廃止措置技術情報
廃止措置に係る理解促進

地元産業界との連携
廃止措置研究会（敦賀商工会議所）

拠点化研修事業(企業向研修）

文部科学省
試験研究炉等廃止措置安全性実証等（Ｈ１６～Ｈ２０）
研究開発段階炉等の廃止措置技術の研究開発（Ｈ２１～H２３）

(㈶原子力安全技術センター)

OECD/NEA*廃止措置計画
英国（NDA)、仏国（ＣＥＡ)協力協定
中部電力との技術協力協定
アジア地域関連機関との連携
国内大学、研究機関との連携
(福井大学、福井工業大学、京都大学 等）

国内関連機関/電力との連携

原子炉廃止措置研究開発センター

支援（講師・情報）

連携

地元企業

協力・支援

（独）原子力安全基盤機構
原子力発電施設高経年化調査研究

高経年化調査
研究会

施設の活用

参画

国内外研究機関との協力

＊：経済協力開発機構／原子力機関

１．安全･安心の確保
２．研究開発機能の強化
３．人材の育成・交流
４．産業の創出・育成

ｴﾈﾙｷﾞｰ研究開発拠点化（福井県）
ｴﾈﾙｷﾞｰ研究開発拠点化推進組織

（若狭湾ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ）
↑

31原子炉廃止措置研究開発センター(ふげん)の取組み


